
１．平成24年３月期第１四半期の連結業績（平成23年４月１日～平成23年６月30日） 

  

  
（２）連結財政状態 

  
２．配当の状況 

  

   平成24年３月期の配当予想につきましては未定です。開示が可能となった時点で、速やかに公表する予定です。 
  
３．平成24年３月期の連結業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 
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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

24年３月期第１四半期  104,992  4.7  2,382  －  3,314  883.4  1,723  482.1

23年３月期第１四半期  100,268  25.5  111  －  337  －  296  －

（注）  包括利益 24年３月期第１四半期 2,648百万円 ( ％)327.8 23年３月期第１四半期 619百万円 ( ％)－

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

24年３月期第１四半期   4.73  －

23年３月期第１四半期   0.81  －

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

24年３月期第１四半期  279,555  108,733  38.1

23年３月期  270,750  106,093  38.4

（参考）自己資本 24年３月期第１四半期 106,396百万円 23年３月期 103,895百万円 

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

23年３月期   －  2.50 － 0.00   2.50

24年３月期   －         

24年３月期（予想）    － － －   －

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無     

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  200,000  △3.7  △500  －  △1,600  －  △3,000  －  △8.23

通期  445,000  6.1  7,000  788.3  6,000  －  1,000  －  2.74

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無     
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４．その他 

  

  (注）詳細は、添付資料３ページ「２.サマリー情報（その他）に関する事項（２）四半期連結財務諸表の作成に  

     特有の会計処理の適用」をご覧ください。  

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

  

  

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続が実施中です。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１.当四半期決算に関

する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

   

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 
：無     

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 有     

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 無  

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無  

③  会計上の見積りの変更                        ： 無  

④  修正再表示                                  ： 無  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年３月期１Ｑ 374,018,174株 23年３月期 374,018,174株

②  期末自己株式数 24年３月期１Ｑ 9,626,287株 23年３月期 9,623,520株

③  期中平均株式数（四半期累計） 24年３月期１Ｑ 364,393,730株 23年３月期１Ｑ 364,413,076株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

  当第１四半期連結累計期間の世界経済は、先行きの成長鈍化が懸念されるものの全体として緩やかな改善を続け

ました。国内経済は、東日本大震災の影響によるサプライチェーンの混乱や自動車メーカーなどの生産調整の影響

を受け、厳しい状況が続きましたが、生産活動の正常化に伴い徐々に回復の兆しがみられるところとなりました。

  こうした中にあって、当社グループの当第１四半期連結累計期間における業績は、売上高は、前第１四半期連結

累計期間を５％上回る1,049億92百万円となりました。これは、前第１四半期連結累計期間と比べ電線・ケーブ

ル、伸銅品の主要な原材料である銅の価格が高値で推移したことや、東日本大震災の被災地の復興に向けて需要が

拡大したことによるものです。 

  利益面では、売上高の増加に加え、原価低減や固定費削減の効果などにより、営業利益は前第１四半期連結累計

期間を22億71百万円上回る23億82百万円、経常利益は前第１四半期連結累計期間を29億77百万円上回る33億14百万

円、四半期純利益は前第１四半期連結累計期間を14億27百万円上回る17億23百万円となりました。 

  

 以下、報告セグメントごとに業績の概況をご報告いたします。各セグメントの売上高は、相殺後売上高を記載し

ております。 

 なお、平成23年４月１日付の組織改正に伴い、当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しております。

詳細は、【添付資料】９ページ「（４）セグメント情報等【セグメント情報】」をご確認ください。 

  

産業インフラ 

 当セグメントの売上高は236億17百万円、営業利益は９億44百万円となりました。 

 製品別の売上高では、産業システム・電力エネルギーは、震災に伴う供給停滞の反動と復興需要により建設向け

を中心に需要が大きく伸びました。光通信は、通信インフラの復興需要に後押しされ前第１四半期連結累計期間を

上回りました。 

  

電機・自動車部品 

 当セグメントの売上高は358億79百万円、営業利益は８億円となりました。 

 製品別の売上高では、自動車部品は、海外子会社は堅調でしたが、国内は自動車メーカーの生産調整の影響を受

けて低調となりました。電子材料は、国内は震災の影響による資材調達不足が一部でありましたが、海外は順調に

推移し前第１四半期連結累計期間を上回りました。巻線製線は、海外は好調でしたが、国内は震災の影響や自動車

の減産により電装分野向けが減少したことから前第１四半期連結累計期間を下回りました。 

  

情報デバイス 

 当セグメントの売上高は103億60百万円、営業損失は１億39百万円となりました。 

 製品別の売上高では、情報ネットワークは、一般企業向けが堅調に推移し、通信事業者向けもLTE(Long Term 

Evolution)のモバイルバックホール用需要が増加したことから前第１四半期連結累計期間を上回りました。ワイヤ

レスシステムは、携帯基地局向け需要が端境期となり低水準でした。化合物半導体は、震災影響に伴う生産停滞に

より前第１四半期連結累計期間を下回りました。 

  

金属材料 

 当セグメントの売上高は266億８百万円、営業利益は４億３百万円となりました。 

  製品別の売上高では、銅条は、震災による生産調整があった自動車市場や半導体市場向け製品の需要は低調でし

たが、銅価上昇による押し上げにより前第１四半期連結累計期間を上回りました。伸銅品では、銅管はエアコン向

けの需要が順調に推移したほか、電気用伸銅品や加工品も好調でした。リードフレームは、震災に伴う半導体メー

カーの生産調整を受けて低調となりました。パッケージ材料は、メモリー用は堅調でしたが、特定用途で需要が減

少したほか、液晶用COF事業からの撤退による減少もあり前第１四半期連結累計期間を下回りました。 

  

販売会社 

 当セグメントの売上高は85億28百万円、営業利益は４億54百万円となりました。 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、総資産が2,795億55百万円であり、前連結会計年度末より

88億５百万円増加しております。このうち、流動資産については、1,650億54百万円であり、前連結会計年度末よ

り96億７百万円増加しております。これは主に受取手形及び売掛金が58億96百万円、商品及び製品、仕掛品、原材

料及び貯蔵品の合計であるたな卸資産が50億29百万円増加したことによるものです。また、固定資産については、

1,145億１百万円であり、前連結会計年度末より８億２百万円減少しております。これは、主に建設仮勘定が６億

16百万円増加したことに対し、建物及び構築物が４億92百万円、機械、運搬具及び工具器具備品が８億32百万円減

少したことによるものです。 

 負債につきましては、1,708億22百万円であり、前連結会計年度末より61億65百万円増加しております。これは

主に短期借入金が74億４百万円増加したことに対し、災害損失引当金が13億95百万円減少したことによるもので

す。 

 純資産につきましては、1,087億33百万円であり、前連結会計年度末より26億40百万円増加しております。これ

は主に利益剰余金が17億23百万円、為替換算調整勘定が10億８百万円増加したことによるものです。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当第１四半期連結累計期間の業績は、概ね当初予想の範囲内で推移したため、平成24年３月期第２四半期連結累

計期間及び通期の業績予想については、平成23年６月７日に発表した「業績予想に関するお知らせ」において公表

した予想値から変更ありません。 

   

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 該当事項はございません。 

  

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

① 簡便な会計処理 

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生の状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度以降に経営環境等、又は、一時差異

等の発生の状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。 

② 特有の会計処理 

税金費用の計算 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。ただし、見積実効税率を使用できない場合には、法定実効税率を使用しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

   

２．サマリー情報（その他）に関する事項
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,689 7,736

受取手形及び売掛金 81,669 87,565

有価証券 144 159

商品及び製品 10,900 13,995

仕掛品 27,608 32,371

原材料及び貯蔵品 13,880 11,051

繰延税金資産 521 501

その他 9,226 11,920

貸倒引当金 △190 △244

流動資産合計 155,447 165,054

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 109,207 109,541

減価償却累計額 △71,526 △72,352

建物及び構築物（純額） 37,681 37,189

機械、運搬具及び工具器具備品 273,428 273,934

減価償却累計額 △240,211 △241,549

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 33,217 32,385

土地 9,712 9,722

建設仮勘定 1,353 1,969

有形固定資産合計 81,963 81,265

無形固定資産   

のれん 526 460

その他 8,044 7,969

無形固定資産合計 8,570 8,429

投資その他の資産   

投資有価証券 17,175 17,291

長期貸付金 2,726 2,630

繰延税金資産 1,055 1,053

その他 6,306 6,255

貸倒引当金 △2,492 △2,422

投資その他の資産合計 24,770 24,807

固定資産合計 115,303 114,501

資産合計 270,750 279,555
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 59,047 58,569

短期借入金 15,393 22,797

未払法人税等 1,009 1,425

災害損失引当金 5,140 3,745

その他 23,317 23,521

流動負債合計 103,906 110,057

固定負債   

社債 5,000 5,000

長期借入金 23,500 23,500

繰延税金負債 2,541 2,345

退職給付引当金 26,669 27,372

役員退職慰労引当金 635 413

持分法適用に伴う負債 1,924 1,697

その他 482 438

固定負債合計 60,751 60,765

負債合計 164,657 170,822

純資産の部   

株主資本   

資本金 25,948 25,948

資本剰余金 31,518 31,518

利益剰余金 57,931 59,654

自己株式 △3,989 △3,990

株主資本合計 111,408 113,130

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 684 451

繰延ヘッジ損益 237 241

為替換算調整勘定 △8,434 △7,426

その他の包括利益累計額合計 △7,513 △6,734

少数株主持分 2,198 2,337

純資産合計 106,093 108,733

負債純資産合計 270,750 279,555
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 100,268 104,992

売上原価 87,814 91,085

売上総利益 12,454 13,907

販売費及び一般管理費 12,343 11,525

営業利益 111 2,382

営業外収益   

受取利息 84 32

受取配当金 64 58

持分法による投資利益 207 767

その他 538 585

営業外収益合計 893 1,442

営業外費用   

支払利息 256 234

その他 411 276

営業外費用合計 667 510

経常利益 337 3,314

特別利益   

投資有価証券売却益 107 －

災害損失引当金戻入額 － 95

固定資産売却益 － 39

特別利益合計 107 134

特別損失   

減損損失 － 4

事業構造改善費用 － 663

災害による損失 － 579

その他 － 22

特別損失合計 － 1,268

税金等調整前四半期純利益 444 2,180

法人税等 78 348

少数株主損益調整前四半期純利益 366 1,832

少数株主利益 70 109

四半期純利益 296 1,723
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（四半期連結包括利益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 366 1,832

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △520 △242

繰延ヘッジ損益 163 △34

為替換算調整勘定 419 962

持分法適用会社に対する持分相当額 191 130

その他の包括利益合計 253 816

四半期包括利益 619 2,648

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 503 2,502

少数株主に係る四半期包括利益 116 146
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該当事項はありません。 

  

  

  【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。また、販売を統括する本部が主体となって販売活動を行っ

ております。 

 したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントと、主としてそれら製品・サービス

の販売を行うセグメントから構成されており、「産業インフラ」「電機・自動車部品」「情報デバイス」「金属材

料」「販売会社」の５つを報告セグメントとしております。 

  なお、「産業インフラ」は、産業システム・電力エネルギー、光通信等の事業を行っております。「電機・自動

車部品」は、自動車部品、電子材料、巻線製線等の事業を行っております。「情報デバイス」は、情報ネットワー

ク、ワイヤレスシステム、化合物半導体等の事業を行っております。「金属材料」は、銅条、伸銅品、リードフレ

ーム、パッケージ材料等の事業を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

    前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）  

  （注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高につきましては、売上元ではなく売上先の報告セグメントより消去し

         ております。その結果、外部顧客への売上高は総売上高から内部仕入高を消去した金額となっております。

    ２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額117百万円には、のれんの償却費△96百万円、セグメ 

         ント内及びセグメント間取引消去△299百万円、各報告セグメントに配分していない全社損益512百万円が含

         まれております。             

    ３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報等

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額 
（注２） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３）

産業 
インフラ 

  電機・
自動車 
部品  

情報
デバイス 

金属材料 販売会社 計 

売上高               

外部顧客への売上高 

（注１）  
 19,695  35,939  11,293  26,159  7,182  100,268  －  100,268

セグメント間の内部

売上高又は振替高 

（注１） 

 7,560  20,180  752  5,866  32,089  66,447  △66,447  －

計  27,255  56,119  12,045  32,025  39,271  166,715  △66,447  100,268

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
 △285  539  △352  △250  342  △6  117  111
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    当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

  （注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高につきましては、売上元ではなく売上先の報告セグメントより消去し

         ております。その結果、外部顧客への売上高は総売上高から内部仕入高を消去した金額となっております。

    ２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△80百万円には、のれんの償却費△66百万円、セグメ 

         ント内及びセグメント間取引消去△162百万円、各報告セグメントに配分していない全社損益148百万円が含

         まれております。             

    ３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

  

３．報告セグメントの変更に関する事項 

 当社グループは、平成23年４月１日付の組織改正に伴い、当連結会計年度より報告セグメントを従来の「電機・

産業システム」「情報システム」「半導体材料」「金属材料」「販売会社」の５つのセグメントから、「産業イン

フラ」「電機・自動車部品」「情報デバイス」「金属材料」「販売会社」の５つのセグメントに変更いたしまし

た。これは、平成23年３月期より開始した中期経営計画「プラン“ＢＲＩＤＧＥ”」のさらなる推進に向けて、組

織を今後の事業戦略、製品または事業の特性を的確に表した体制に改めたことによるものです。   

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

   

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額 
（注２） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３）

産業 
インフラ 

 電機・
自動車 
部品 

情報
デバイス

金属材料 販売会社 計 

売上高               

外部顧客への売上高 

（注１）  
 23,617  35,879  10,360  26,608  8,528  104,992  －  104,992

セグメント間の内部

売上高又は振替高 

（注１） 

 8,711  17,808  971  4,221  35,878  67,589  △67,589  －

計  32,328  53,687  11,331  30,829  44,406  172,581  △67,589  104,992

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
 944  800  △139  403  454  2,462  △80  2,382

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（６）重要な後発事象
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